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2016年12月8日に自由民主党・公明党より平成29年度税制改正大綱が公表され
ました。

日本経済のデフレ脱却と経済再生、そして「一億総活躍社会」の実現へ向けた、
経済社会の構造変化に対応しつつ持続的な経済成長を実現するための政策
や、BEPS（Base Erosion and Profit Shifting： 税源浸食と利益移転）プロジェク
トの合意事項に基づく国際課税ルールの継続的な見直しが行われている状況下
で、平成29年度税制改正大綱では、コーポレートガバナンス改革を促進するための
役員業績連動報酬に関する見直し、租税回避の抑制を目的とした外国子会社合算
税制の総合的な見直し、企業の競争力強化のための研究開発税制の見直しなど、 
企業の課税所得に対する影響が大きい改正項目が予定されています。

また、金融・証券税制では、少額積立・分散投資を促進するための積立NISAの創設、
さらに、国際課税では、債券現先取引等に係る利子等の非課税制度の拡充など、金
融機関のビジネスに直接的な影響を及ぼす改正が含まれていることから、今後明
らかにされる取扱いの詳細等について留意する必要があります。

本アラートでは、平成29年度税制改正大綱のうち、金融関連税制と金融機関に 
特有の主な改正点について紹介します。
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1.  NISA制度の拡充
（1） 積立NISAの創設

家計の「貯蓄から資産形成へ」という流れを政策的に後押
しする中で、NISAのさらなる普及のため、手元資金が十
分でない若年層等の利用を促進する観点から、積立NISA 
（非課税累積投資契約に係る非課税措置）が創設され、
現行のNISA制度と選択して適用できることとなります。

積立NISA制度の内容は以下のとおりです。現行NISA制
度よりも年間投資上限額を小さくし、定期・定額での投資
を要件とする一方、投資対象を長期・分散投資に適した 
一定の投資商品に限定し、長期・分散投資のメリットを十分
得られるよう、非課税投資期間はより長い期間となってい
ます。

項目 積立NISA 
（累積投資勘定）（案）

現行NISA 
（非課税管理勘定）

対象者 居住者等 居住者等

非課税対象と 
なる所得

一定の公募等株式 
投資信託の配当・譲渡益
（投資信託約款におい
て、20年以上の信託契約期
間、毎月分配型ではないこ
と、複数の銘柄の有価証券
又は複数の種類の特定資
産に対する分散投資による
運用等一定の事項が記載さ
れているものに限られる）

上場株式等・公募株式投資
信託の配当・譲渡益

年間投資限度額
及び投資方法

40万円
（予め締結した契約に基づ
き定期・定額で積立投資）

毎年新規投資額で120万
円を上限（ロールオー 
バー可、2015年以前は

100万円）

累積投資勘定/ 
非課税管理勘定
の設定可能期間 
（投資可能期間）

20年間
（2018年から 
2037年まで）

10年間
（2014年から 
2023年まで）

非課税期間
累積投資勘定を 

設定した日の属する年の 
1月1日以後20年

非課税管理勘定を 
設定した日の属する年の 

1月1日以後5年

居住者等が積立NISAに基づく上記の非課税措置の適用
を受けるためには、金融商品取引業者等と非課税累積投
資契約を締結する必要があります。

ここでいう非課税累積投資契約とは、公募等株式投資信
託の受益権の定期かつ継続的な方法による買付け及び
その管理に関する契約で、公募等株式投資信託の受益権
の管理方法、累積投資勘定の設定期間等所定の事項が定
められているものとされています。

また、非課税累積投資契約を締結した金融商品取引業者
等は、累積投資勘定に係る非課税口座が開設された日の
属する年の1月1日以後10年を経過する日及び同日の翌
日以後5年を経過する日ごとに、これらの日において当該
非課税口座を開設している居住者等の住所地等を確認す
る必要があります。

積立NISAの創設に伴い、累積投資勘定を管理する金融機
関においても、積立NISAの要件を充足する商品の確認、非
課税口座及び累積投資勘定の設定管理、現行のNISA及び
ジュニアNISA制度と並行した管理体制の整備等の対応が
必要になると想定されます。また、個人投資家の観点では、
現行NISA制度より大幅に長く、また、税制としては他に類を
見ない20年という非課税期間となっていることから、低金
利時代にあっても、家計における長期で安定的な資産形成
を促進しようとする施策の意気込みが伝わってきます。

（2） 現行NISAにおける非課税期間終了時の 
対応措置
現行NISA制度では、ある年の非課税管理勘定内の上場
株式等を非課税期間（5年間）にわたって保有した場合、翌
年分の非課税管理勘定に上場株式等を移管して引き続き
非課税管理勘定で継続して保有することが可能です。

しかし、その翌年分の非課税管理勘定で受け入れる当該
上場株式等の価額は、その受け入れる時点での時価と
されており、一方で、現行NISA制度は年間投資上限額を
120万円としているため、非課税期間勘定の終了時の上
場株式等に係る時価の把握や、翌年の非課税管理勘定で
引き続き保有する場合に受け入れる価額が年間投資上限
額に達していないかどうかの確認など、金融機関の事務
的な負担が大きい状況にあり、また、個人投資家の安定的
な資産形成を阻む要因にもなっていました。

今回の税制改正大綱により、非課税期間終了時の金融機
関における事務負担を軽減させ、個人投資家の安定的な
資産形成を支援する観点から、非課税口座に設けられた
非課税管理勘定に、他の年分の非課税管理勘定又は未成
年者口座に設けられた非課税管理勘定から移管される上
場株式等については、その移管により非課税管理勘定に
受け入れる上場株式等の価額（払出し時の金額）の上限
額を撤廃するとされています。

また、ジュニアNISAにおける非課税管理勘定又は継続管
理勘定への上場株式等の移管についても同様の取扱い
とされています。
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2. 外国子会社合算税制の見直し
OECDのBEPSプロジェクト、で行われた価値創造の場で課
税をするべきという議論を踏まえつつ、わが国における外国子
会社合算税制（タックスヘイブン対策税制）の見直しが行われま
した。日本の課税所得が浸食されないことを目指しつつも、租
税回避を目的としないビジネスに影響が及ばないよう配慮する
ことも重要視され、これまで検討が重ねられてきました。結果と
して、合算課税の対象となる所得が大幅に増加する可能性は
低いものの、外国関係会社の判定における間接保有割合の算
定方法に関する改正、通常の法人とは別の枠組みで合算対象
となるペーパーカンパニーの増設など、制度の対象となる外国 
関係会社について一定の見直しが必要となることが見込まれ
ます。

ここでは、今回の改正で金融機関に関連すると考えられる主な
項目をご紹介します。なお、制度見直しの全般に係る詳細につ
いては、2016年12月20日付、Japan tax newsletter「平成 
29年度税制改正大綱」をご参照ください。

（1） 合算対象とされる外国法人の判定方法等に 
関する見直し
① 外国関係会社の判定における間接保有割合について、
内国法人等との間に50%超の株式等の保有を通じた
連鎖関係がある外国法人の、判定対象となる外国法
人に対する持分割合等に基づいて算定することとされ 
ます。

② 居住者又は内国法人が外国法人の残余財産のおおむ
ね全部を請求することができる等の関係がある場合の
当該外国法人を外国関係会社の範囲に加えるととも
に、その居住者又は内国法人を当該合算課税の対象と
なる者に加えることとされます。これは、いわゆる実質
支配基準と呼ばれるものですが、具体的にどのような
関係がある外国法人を合算課税の対象とするかにつ
いては今後公表される条件を確認し、金融機関にとっ
ての影響の有無を判定する必要があります。

（2） 会社単位の合算課税制度における経済活動 
基準の創設
従来の合算課税に係る適用除外基準は「経済活動基準」
に改められ、下記のいずれかを満たさない外国関係会社
が租税負担割合20%未満である場合には、会社単位で合
算課税の対象となります。

① 事業基準
② 実体基準及び管理支配基準
③ 所在地国基準

④ 非関連者基準

航空機リースを営む外国関係会社の取扱いについては、
これまで検討項目に掲げられてきましたが、今回の改正に
よって、本店所在地国においてその役員又は使用人が航
空機の貸付けを明確に遂行するために通常必要と認めら
れる業務のすべてに従事していること等一定の要件を充
足する場合には、合算課税の対象外とされます。

また、保険業を営む外国関係会社の実体基準及び管理支
配基準については、その外国関係会社に係る保険業に関
する業務の受託者が実体基準又は管理支配基準を充足
することが条件となります。

（3） 部分合算課税の見直し
① 部分合算課税の対象所得

経済活動基準を充足する場合であっても、外国関係会
社の租税負担割合が20%未満の場合には、当該外国関
係会社の所得のうち、次の所得が合算課税の対象とな
ります。なお、この部分合算課税制度は一部除外規定
も設けられ、租税回避を目的としない通常のビジネス
による所得が合算されることのないように手当てされ
ます。

(a) 利子
関連者間の一定の金銭の貸付け、貸金業、預金に係
る利子は除外されます。

(b) 配当
持分割合25%以上等の要件を満たす法人からの配
当は除外されます。

(c) 有価証券の貸付けの対価

(d) 有価証券の譲渡損益
持株割合25%以上等の要件を満たす法人の株式等
については除外されます。

(e) デリバティブ取引損益
ヘッジ目的で行われる取引等に係る損益、事業基準
を満たす商品先物取引業等を行う外国関係会社が
行う商品先物取引等に係る損益等は除外されます。

(f) 外国為替差損益
業務の通常の過程で生ずるものは除外されます。

(g) 上記(a)から(f)に類する所得（ヘッジ目的の取引に
係る損益を除く）

http://www.eytax.jp/tax-library/newsletters/japan-tax-alert-20161220-1.html
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(h) 有形固定資産の貸付けの対価
本店所在地国において使用される有形固定資産
等の貸付けの対価、本店所在地国において一定の 
要件を満たすリース会社は除外されます。航空機 
リース事業についても、この規定に照らして判定し
ます。

(i) 無形資産等の使用料、譲渡損益
自己開発した無形資産等に係るものは除外され 
ます。

(j) 外国関係会社の当該事業年度の利益の額から上
記(a)から(i)の所得の金額及び所得控除額（総資産
の額、減価償却累計額及び人件費の額の合計額の
50%相当額）を控除した残額に相当する所得（外国
関係会社で発生する根拠のない異常な所得として
合算対象とする趣旨です。）

② 金融子会社等の部分合算課税

銀行業、金融商品取引業又は保険業を営む外国関係
会社については、上記①にかかわらず、下記の所得の
金額のうちいずれか大きい金額が合算の対象となり 
ます。

(a) 金融子会社等の異常な水準の資本に係る所得
具体的な算定方法については、詳細が公表された
際に、影響額を検討する必要があります。

(b) 上記①(h)(i)(j)に掲げる所得

（4） ペーパーカンパニー等の合算課税
次に掲げる外国関係会社は、租税負担割合が30%未満で
ある場合に、すべての所得について合算課税の対象とな
ります。今回の改正に至る議論の中で、上記(1)を補完す
る措置として、税率にかかわらず合算すべきであると検討
されていましたが、租税負担割合30%で足切りされること
になります。

① ペーパーカンパニー（事務所等の固定施設を有せず、
本店所在地国において事業の管理、支配及び運営を自
ら行っていない外国関係会社）

② 事実上のキャッシュボックス（総資産の額に対する上記
（3）①(a)から(i)までに掲げる所得の金額の合計額の
割合（金融子会社等にあっては、総資産の額に対する
上記（3）②(a)に掲げる所得の金額又は(b)の金額のう
ちいずれか大きい金額の割合）が30%を超える外国関
係会社（総資産の額に対する有価証券、貸付金及び無
形固定資産等の合計額の割合が50%を超える外国関
係会社に限ります。））

③ 租税に関する情報の交換に非協力的な国又は地域と 
して、指定する国又は地域に本店等を有する外国関係
会社

（5） 適用時期
外国関係会社の2018年4月1日以後に開始する事業年
度から適用することとされますので、実際の申告について
は、一般に、2020年3月期からの対応が必要となります。

部分合算制度の対象となる外国関係会社は租税負 
担割合が20%未満である場合に限定され、また、ペー
パーカンパニー等特定の外国関係会社に係る合算課
税も、租税負担割合が30%未満であるものに限られる
こととなったため、懸念されていた大幅な事務作業の
増加は回避されるものと推測されます。また、金融機
関にとっては軽課税国に保有する子会社については
従来合算課税の対象としていたことも多く、主に金融
所得を対象とする部分合算制度においても事業会社
とは異なる措置が設けられることから、改正後も大幅
に税負担が増加することはないことが見込まれていま
す。ただし、外国関係会社の経済活動基準の充足の判
定、金融子会社等に係る特別な部分課税ルールの影
響の把握など、申告実務への対応については早目の準
備が必要となります。

3. コーポレートガバナンス改革への対応
（1） 確定申告書の提出期限の延長

コーポレートガバナンス改革における課題の1つとして、
欧米諸国と比較して、株主・投資家の対話期間や企業の 
情報開示の準備期間が十分ではない状況が挙げられて
います。

今回の改正では上記を円滑にするための環境整備の一
環として、これまで多くの上場企業が決算日から3カ月以
内に提出していた法人税申告書につき、その申告期限が
延長されます。具体的には、事業年度終了の日の翌日から 
3カ月以内に決算についての定時総会が招集されない状
況にあると認められる場合に、確定申告書の提出期限が
4カ月以内の税務署長が指定する月数の期間内で延長が
認められるようになります。なお、今回の税制改正大綱に
おいて、消費税の申告期限については見直しが行われな
いようです。
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（2） 役員給与の損金算入範囲の拡大
コーポレートガバナンスの強化を受けて、役員報酬改革に
取り組む企業が増加するなか、法人税法における役員給
与の取扱いも大幅に見直されることとなります。従来は課
税所得の調整に利用されることを防止するという目的も
あり、金額が変動する役員給与については厳しい損金算
入制限が設けられていました。平成28年度の税制改正で
特定譲渡制限付株式について事前確定届出給与として損
金算入が認められることとなり、多くの上場企業の注目を
集めましたが、今回の改正では、利益連動給与の対象とな
る指標が拡大され、また、譲渡制限付株式以外の株式に
係る報酬が損金算入の対象となるなど、役員報酬制度の
見直しを図る企業やその設計支援を行う金融機関にとっ
ても利便性の高い税制となることが期待されます。

① 利益連動給与の拡大

これまで同族会社には適用が認められていなかった
ため、持株会社の傘下にある事業法人は適用ができま
せんでしたが、今回の改正により非同族法人との間に
100%の支配関係がある法人も対象となります。

また、算定指標の範囲について、株式の市場価格の状
況を示す指標及び売上高の状況を示す指標（利益の状
況を示す指標又は株式の市場価格の状況を示す指標
と同時に用いられるものに限ります）が加えられるとと
もに、複数年度を対象とする指標を用いることも可能
となり、利益に連動する役員報酬のうち、損金算入され
る範囲が拡大します。

さらに、これまでは確定額を限度とすることが要件とさ
れていましたが、利益に連動する株式報酬の場合には、
株数で上限を定めることが可能となります。

② 利益連動退職給与及びストックオプションの整理

利益連動給与には退職給与も含まれることとなり、利
益連動給与の損金算入要件を満たさないものは損金
算入が認められなくなります。また、これまで役員給与
の損金算入制限の枠外であったストックオプションに係
る給与も、事前確定届出給与又は利益連動給与に含め
て整理されることとなります。

③ 事前確定届出給与の見直し

所定の時期に確定した数の株式、ストックオプションを
交付する給与が対象に加えられます。なお、これらは役
務の提供を受ける法人又はその法人の発行済株式の
50%超を直接もしくは間接に保有する法人が発行した
ものに限られます。

また、利益その他の指標を基礎として譲渡制限を解除
する数が算定される譲渡制限付株式は、事前確定届出
給与から除外されます。

④ 適用時期

退職給与、譲渡制限付株式及びストックオプションに係
る部分は2017年10月1日以後、その他の部分は同年
4月1日以後に支給又は交付に係る決議をする給与に
ついて適用されます。

利益連動給与の制度が創設されて久しいですが、損金
算入要件の充足に困難を伴うケースも多く、幅広く活
用される状況にはなっていませんでした。平成28年度
税制改正における算定指標の明確化、今回の拡大、特
に、株価に連動して算定する給与が認められるように
なることで、損金算入の対象となる役員報酬制度の範
囲が広がることになります。これまで損金不算入となる
ことを所与としてプランニングしていた企業やその設
計支援を行う金融機関も、その企業にふさわしい役員
報酬制度を構築することに加えて、税務面での影響を
検討し、今回の改正を活用した実効税率の適正化等税
金コストを管理していくことがより重要になります。

4. 研究開発税制
日本企業の競争力を強化し、研究開発投資を増加させるイン 
センティブを強化する観点から、試験研究を行った場合の税額
控除制度について見直しが行われています。

今回の見直しの主なポイントは、試験研究費の増加額に係る税
額控除制度の適用期限切れに伴い総額型の控除率を試験研究
費の増減に応じたものとする点、そして研究開発税制の対象に
「第4次産業革命型」のサービス開発のための試験研究に係る
一定の費用が追加された点です。制度見直しの全般に係る詳
細については、2016年12月20日付、Japan tax newsletter  
「平成29年度税制改正大綱」をご参照ください。

以下では、金融機関での活用も期待される研究開発税制の対
象の見直しとして、新たに税額控除の対象となる試験研究費の
範囲に加わる、対価を得て提供する新サービスの開発を目的と
して行う費用を紹介します。

http://www.eytax.jp/tax-library/newsletters/japan-tax-alert-20161220-1.html
http://www.eytax.jp/tax-library/newsletters/japan-tax-alert-20161220-1.html
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対象となる業務 左記の業務に要する費用
(1) 大量の情報を収集する機能を有
し、その全部又は主要な部分が
自動化されている機器又は技術
を用いて行われる情報の収集

(2) その収集により蓄積された情報
について、一定の法則を発見する
ために、情報解析専門家により専
ら情報の解析を行う機能を有す
るソフトウエア等（これに準ずるソ
フトウエアを含む）を用いて行わ
れる分析

(3) その分析により発見された法則
を利用した新サービスの設計

(4) その発見された法則が予測と結
果の一致度が高い等妥当である
と認められるものであること及び
その発見された法則を利用した
新サービスがその目的に照らし
て適当であると認められるもの
であることの確認

(1) 原材料費
(2) 人件費（情報解析専門家に係る
ものに限る）

(3) 経費（外注費にあっては、これら
の原材料費及び人件費並びに外
注費以外の経費に相当する部分
に限る）並びに委託費（これらの
原材料費、人件費及び経費に相
当する部分に限る）

試験研究費の範囲、特に対価を得るという要件について
は今後明らかにされる取扱いの内容に留意する必要が 
ありますが、上記の対象となる業務は、主にIoT（Internet of 
Things）やビッグデータ、人工知能等の技術の活用によるビ
ジネスの変革や高付加価値なサービス開発を目的としたも
のが想定されていると考えられます。

金融機関においても、マーケティングにおけるビッグデータ
の活用による顧客行動の分析やデータマイニング及び人工
知能を活用した投資手法の構築など、上記の対象となる業
務に相当する活動が行われていると考えられますので、今
回の改正で当該特別控除制度の範囲が拡大されることに伴
い、金融機関でも当該制度の適用可能性を探ることが、税金
コストの管理の面も含めて今後重要になると考えられます。

5. 所得拡大促進税制の見直し
経済の好循環を強化するため、企業に更なる賃上げインセン 
ティブを与える機能を強化する観点から、雇用者給与等支給額
が増加した場合の税額控除制度について次の見直しが行われ
ています。

項目 平成29年税制改正大綱 現行
適用
要件

雇用者給与
等支給額

現行と同様 前事業年度の水準を下回ら
ないこと

平均給与等
支給額

平均給与等支給額から比較平均
給与等支給額を控除した金額の
その比較平均給与等支給額に対
する割合が2%以上であること

前事業年度の水準を上回
ること

雇用者給与
等支給増
加額

現行と同様 雇用者給与等支給額増加額
の基準雇用者給与等支給額
に対する割合が増加促進割合
（平成29年度が4%、平成30
年度が5%）以上であること
（雇用者給与等支給増加額 
= 雇用者給与等支給額 – 基
準平均給与等支給額）

控除
税額

法人税/所
得税/地方
税（法人住
民税）

次の2つの合計額（ただし、調整
前法人税額又は事業所得税額
の10%（中小企業者等は20%）
を限度）
（1） 雇用者給与等支給

増加額の10%
（2） 雇用者給与等支給

増加額のうち雇用者給与等
支給額から比較雇用者給与
等支給額を控除した金額に
達するまでの金額の2%（中
小企業者等は12%）

雇用者給与等支給増加額
の10%
（ただし、調整前法人税額又
は事業所得税額の10%（中小
企業者等は20%）を限度）

6. 外国金融機関等の債券現先取引等に係る
利子等の非課税制度の拡充

現行の税制上、クロスボーダーの一定の債券現先取引につい
ては、外国金融機関等が本邦金融機関等から受け取る当該債
券現先取引から生ずる差益について非課税とされ、恒久化され
た制度となっています。

一方、最近の国債に係る現先取引は、外国金融機関や本邦金融
機関の他、短資会社や外国清算機関を含む清算機関も取り組
んでいるため、現行税制が短期金融市場の安定化及び金融機
関の資金調達の安定化の阻害要因となっているという指摘が
ありました。

今回の改正では、まず、現行の債券現先取引等に係る利子の課
税の特例における特定金融機関等の範囲に、主としてコール資
金の貸付け又はその貸借の媒介を業として行う者のうち一定
の者及び金融商品取引清算機関、外国金融機関等の範囲に金
融商品債務引受業を営む外国法人が各々加えられています。

上記の改正は、非課税の対象となる所得の範囲に係る改正を
除き、2017年4月1日以後に開始する債券現先取引等につき
支払を受ける利子及び貸借料等について適用されます。
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次に、これまでは非課税の対象となる現先取引の相手方が外
国金融機関等に限定されていたことから、例えば、ファンド等と
の間で行う取引については課税対象となっていましたが、今回
の改正では、外国金融機関等以外の外国法人（特定金融機関
等の関連者及び租税条約等の相手国等以外の国又は地域の
法人を除きます。）が特定金融機関等との間で振替国債を用
いて行う取引期間3カ月以内等の要件を満たす債券現先取引
で、2017年4月1日から2019年3月31日までの間に開始す
るものにつき支払を受ける利子及び貸借料等が加えられてい 
ます。

なお、非課税の対象となる所得の範囲の拡充に伴い、非課税の
適用手続等についても所要の措置が講じられます。

今回の改正により、クロスボーダーでのレポ取引に係る税制
面での阻害要因が排除され、短資会社や国内外の清算機関
の他、外国金融機関等以外の一定の外国法人等も当該レポ
取引市場に参入することで、短期金融市場の活性化が期待
されます。

外国金融機関等以外の一定の外国法人との間で行う一定
の債券現先取引については、当該課税の特例の対象となる
振替国債を用いた債券現先取引の期間が限定されている
ものの（外国金融機関等との間で行うものについては恒久
化されています。）、対象となる外国法人の範囲が拡大され
ることで金融機関のビジネスにも大きな影響を与えると考
えられることから、租税条約等の相手国等の定義等、今後明
らかにされる取扱いの内容に留意する必要があります。

7. 非永住者の有価証券に係る譲渡所得の 
非課税化

現行法上、非永住者（日本の国籍を有しておらず、かつ、過去10
年以内において国内に住所又は居所を有していた期間の合計
が5年以下である個人）は、国外源泉所得以外の所得及び国外
源泉所得で、国内において支払われ又は国外から送金された
ものが所得税の課税対象とされています。したがって、国外源
泉所得に含まれない有価証券の譲渡による所得は課税対象と
なり、外資系企業から日本に派遣された外国人などが当該外資
系企業から給与として交付された株式等を譲渡した場合には、
そのキャピタルゲインが日本で課税されることになります。こ
れは、平成26年度税制改正により取扱いが変更になり、2017
年1月より施行予定となっているもので、2016年12月までは
課税対象外となっています。

今回の改正では、2017年4月1日前に取得した有価証券につ
いて、外国金融商品取引所において譲渡されるなど一定の要
件を充足する場合には、有価証券の譲渡による所得は、非永住
者の課税所得の範囲から除外することとされます。なお、当該
改正の対象となる有価証券は、2017年4月1日以降の非永住
者である期間内に取得したものが除かれています。

この改正は、2017年4月1日以後に行う有価証券の譲渡につ
いて適用されます。

適用開始が2017年4月からとなるため、2017年1月から 
3月までの間は外国金融商品取引所で譲渡等が行われた場
合であっても、当該譲渡から生じた所得は課税対象となりま
すので、ご注意ください。また、今回の改正により、非永住者
の一定の有価証券に係る譲渡所得の取扱いは、平成26年
度改正前の取扱いに戻されますが、2017年4月1日以降の
非永住者である時期に取得した有価証券は当該取扱いの対
象とはなりません。したがって、非永住者が保有する有価証
券の取得時期の管理や譲渡所得の金額の算定にあたって
の譲渡原価の算定方法（移動平均法、総平均法など）等、実
務上注意すべき点がありますので、今後明らかにされる取
扱いの詳細に留意する必要があります。

8. その他
（1） 特定口座年間取引報告書の電磁的記録に 

よる提出
個人投資家の確定申告手続等の簡素化を図り、証券口座
等に係る投資家の利便性を向上させるため、上場株式等
に係る配当所得等又は譲渡所得等の金額を申告する際
に確定申告書等に添付する特定口座年間取引報告書の
範囲に、金融商品取引業者等から交付された電磁的記録
を印刷した書面が加えられます。これは、金融商品取引業
者等から電磁的方法により交付を受けた特定口座年間取
引報告書に記載すべき事項が記録された電磁的記録を
一定の方法により印刷した書面で、真正性を担保するた
めの所要の措置が講じられているものとして国税庁長官
が定めるものであることが予定されています。

上記の改正により、金融商品取引業者等における事務負
担の軽減が期待されます。

なお、この改正は、2019年度分以後の所得税及び2020
年度分以後の個人住民税について適用することとされて
います。
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（2） 上場株式等の配当等の個人住民税課税方式の
選択に係る規定の明確化
現行制度上、個人住民税における上場株式等の配当等に
対する課税は、納税義務者が総合課税、申告分離課税、源
泉分離課税（申告不要）の方式から選択することができま
す。そして、住民税の申告書の提出前に確定申告書が提
出された場合には、当該確定申告書の提出を住民税の申
告書の提出とみなすこととしています。

そのため、住民税の申告書と確定申告書で上場株式等の
配当等に対する課税方式が異なる場合の取扱いが明確に
なっていない状況でした。

今回の改正により、上場株式等に係る配当所得等につい
て、市町村が納税義務者の意思等を勘案し、所得税と異な
る課税方式により個人住民税を課すことができることが
明確化されるとしています。

（3） 投資法人等及び特定目的会社による不動産取
得に係る税制
地域経済の活性化や国際競争力の強化に向けた都市基
盤の整備・街づくりを推進するための一環として、不動産
の証券化を通じた民間資金の活用を必要としている背景
があることから、今回の税制改正でも以下の措置が講じら
れています。

① 登録免許税の税率軽減措置の適用期限延長

特定目的会社、投資法人等が特定不動産を取得した場
合等の所有権の移転登記に対する登録免許税の税率
の軽減措置（原則1,000分の20、軽減税率1,000分
の13）の適用期限を2年延長することとされています
（2019年3月31日まで）。

② 不動産取得税の課税標準の特定措置の適用期限延長

特定目的会社、投資法人等が取得する一定の不動産に
係る不動産取得税の課税標準の特例措置（課税標準を
5分の2に軽減）の適用期限を2年延長することとされ
ています（2019年3月31日まで）。

なお、投資信託、投資法人が取得するヘルスケア施設
が上記の軽減対象に加えられます。

（4） 投資法人の導管性要件における再生可能 
エネルギー発電設備に係る取得期限の延長
現行法上、投資法人に係る課税の特例の適用において、
導管性要件のうち、保有資産要件（特定の資産の割合が
総資産の50%を超えていることとする要件）について、再
生可能エネルギー発電設備は資産要件を判定する際の
分子となる特定資産の範囲から除かれていますが、投資

法人が2014年9月3日から2017年3月31日までに取得
した場合には、運用開始後20年間（平成28年税制改正で
10年から20年へ延長）、その簿価を当該分子に含めてよ
いことになっています。

今回の改正で、当該分子にカウントできる再生可能エネ
ルギー発電設備の取得期限が3年延長されています。

（5） 退職年金等積立金に対する法人税課税停止 
措置の期限延長
企業年金等の普及を図りこれらの健全な運営を確保する
ため、現行法上、一定の退職年金業務等を行う法人の退
職年金等積立金については、2017年3月31日までの間
に開始する各事業年度まで法人税の課税が停止されてい
ます。今回の改正で、退職年金等積立金に対する法人税
の課税の停止措置の適用期限が3年延長されます。

（6） 協同組合等に対する税制改正
協同組合等には、信用金庫、信用組合、労働金庫等の協同
組織金融機関が含まれています。協同組織金融機関は、
中小企業等、一般の金融機関から融資を受けにくい立場
にある者が構成員となり、相互扶助の理念に基づき、必要
とする資金融通を受けられるようにすることを目的として
設立されており、この目的に沿って税制面でも様々な手
当が施されています。

今回の改正では、連合会等に対する普通出資に係る配当
等の益金不算入制度について特別措置が講じられる一方
で、貸倒引当金繰入限度額の特例措置について縮減され
ています。

① 連合会等に対する普通出資に係る配当等の益金不算
入制度

協同組合等の各事業年度において、その保有する連合
会等の普通出資につき支払を受ける配当等の額があ
る場合には、その配当等の額のうち益金の額に算入し
ない金額は、その出資保有割合にかかわらず、その配
当等の額の50%相当額とすることとされます。

なお、上記の「連合会等」とは、各協同組合法、中小企業
団体の組織に関する法律、信用金庫法、労働金庫法、そ
の他協同組合等の根拠法に定める各連合会及び農林
中央金庫とされています。

また、上記の「普通出資」とは、その協同組合等が会員
たる地位に基づき出資をするものをいい、協同組織
金融機関の発行する優先出資を含まないとされてい 
ます。
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② 一括評価金銭債権に係る貸倒引当金繰入限度額の特
例措置の縮減

公益法人等又は協同組合等の貸倒引当金の特例につ
いて、割増率が現行の12%から10%に引き下げられま
す。なお、当該特例措置は現行法上、2017年3月31日
までの間に開始する各事業年度について適用されます
が、その適用期限が2年延長されます。

（7） 仮想通貨に係る消費課税関係の見直し
近年、ビットコインを始めとした仮想通貨を利用した取引
決済が増加していますが、資金決済法に関する法律の改
正により仮想通貨が支払手段として位置づけられること
や、現行の消費税法上も仮想通貨が非課税対象取引とし
て規定されていないこと、そして諸外国における課税関
係等を踏まえ、今回の改正で、資金決済に関する法律に規
定する仮想通貨の譲渡については消費税を非課税とする
とされ、その他所要の措置を講ずることとされています。

この改正は、2017年7月1日以後に国内において事業者
が行う資産の譲渡等及び課税仕入れについて適用され 
ます。

上記の改正前に譲り受けた仮想通貨について、個別対応
方式により仕入控除税額を計算する場合の仕入区分は、 
「課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れ」に該当す
るものとされます。

なお、事業者が、2017年6月30日に国内において譲り受
けた100万円（税抜）以上の仮想通貨を保有する場合に
おいて、同日の仮想通貨の保有数量が2017年6月1日か
ら同年6月30日までの間の各日の仮想通貨の保有数量
の平均保有数量に対して増加したときは、その増加した部
分の課税仕入れに係る消費税につき、仕入税額控除制度
の適用を認めないこととされています。

（8） 金融所得課税の一体化（金融商品に係る 
損益通算範囲の拡大）
デリバティブを含む金融所得課税の更なる一体化につい
ては、今回の改正では見送られ、投資家が多様な金融商
品に投資しやすい環境を整備し、証券・金融、商品を一括し
て取り扱う総合取引所の実現にも資する観点から、多様
なスキームによる意図的な租税回避行為を防止するため
の実効性ある方策の必要性を踏まえ、検討することとさ
れています。

金融所得課税の一体化は、平成25年度税制改正により上場
株式等、特定公社債等が範囲とされ、2016年1月より実施
されており、平成28年度税制改正大綱でも要検討事項とさ
れていました。

個人投資家の市場参加の促進や国民の長期的な資産形成
を図るため、個人投資家の利便性や金融機関の事務負担に
ついて配慮した上で、金融所得に係る損益通算範囲の拡大
を導入することが期待されます。

9. おわりに
今回の改正では、役員給与税制、外国子会社合算税制の見直し
及び研究開発税制の対象の拡大といった法人実効税率に影響
を及ぼす項目や、積立NISA創設、外国金融機関等の債券現先
取引の利子の非課税制度の改正など金融機関のビジネス、そ
して自社税務コンプライアンス及び顧客税務コンプライアンス
の両面で影響のある項目が多く含まれています。

改正の詳細については、今後公表される法令等を確認し、適切
に管理対応することが必要です。
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